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２－１０． 加害者による損害賠償状況 

加害者による損害賠償状況として、受領した給付・支給・賠償の内容、訴訟・交渉等を行った場合にお

ける賠償状況、訴訟・交渉等を行っていない場合の賠償状況等について分析する。 

 

（１）受領した給付、支給、賠償の内容 

事件に関連して受領した給付、支給、賠償の内容について、犯罪被害者等全体では 79.9％が「いずれも

受けていない」と回答しており、「加害者からの賠償」との回答比率は 3.1％にとどまっている。個別の各

給付、支給、賠償の回答比率は、高い順に「加害者側の自動車保険」（7.1％）、「その他の公的な給付・支

給」「被害者側の保険」（それぞれ 2.3％）、「労災保険」（2.2％）となっている。犯罪被害類型別でみると、

「いずれも受けていない」との回答比率は、性的な被害（95.0％）、児童虐待（93.6％）、ストーカー（92.0％）、

配偶者暴力（90.4％）で非常に高く、「加害者からの賠償」との回答比率は、性的な被害（0.8％）、児童虐

待（0.9％）、ストーカー（1.6％）、配偶者暴力（1.8％）、財産被害（2.9％）で非常に低い。交通事故では、

「加害者側の自動車保険」との回答比率が 47.1%と最も高く、「いずれも受けていない」（23.1％）との回

答比率が他の類型と比べて低くなっている（図表１０-１）。 

加害者の逮捕状況別にみると、「いずれも受けていない」との回答比率は、「捕まった」では 48.9％、「捕

まっていない」では 88.1％と、加害者が捕まっていない場合の方が高くなっている。一方、個別の各給

付、支給、賠償の回答比率は、多くの項目で加害者が捕まった場合の方が高くなっている（図表１０-２）。 

被害の時期別にみると、「いずれも受けていない」との回答比率が、「それ以前」では 83.6％、「３～10

年以内」では 69.9％、「３年以内」では 72.4％と、全ての時期で最も高くなっている。なお、被害が近年

になるほど、例えば、現在、申請中や交渉中であるなどの理由から、給付、支給、賠償が未了の場合があ

ると考えられる（図表１０-３）。 

図表 １０-１ 犯罪被害類型別、受領した給付、支給、賠償の内容（複数回答）【SC1/SC3、Q40】 
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【参考】性的な被害、交通事故、暴力被害の更なる内訳

 

 

図表 １０-２ 加害者の逮捕状況、受領した給付、支給、賠償の内容（複数回答）【SC6、Q40】 

 

 

図表 １０-３ 被害の時期別、受領した給付、支給、賠償の内容（複数回答）【SC2、Q40】 

 

 

（２）訴訟・交渉等を行った場合における賠償状況 

ア．訴訟・交渉等の実施状況 

加害者側との損害賠償に関する訴訟・交渉等の実施状況について、犯罪被害者等全体では 88.0％が「訴

訟や交渉などを行っていない」と回答しており、「上記を行った際、弁護士または司法書士に頼んだ」と

の回答比率は 1.3％にとどまっている。個別の訴訟・交渉等の実施状況の回答比率は、高い順に「示談書・

和解書を作成した」（4.9％）、「民事訴訟を利用した」（2.3％）となっている。犯罪被害類型別でみると、

児童虐待、性的な被害、配偶者暴力、ストーカー、財産被害、暴力被害では、「訴訟や交渉などを行って

いない」との回答比率が高い。交通事故では、「訴訟や交渉などを行っていない」（60.6％）との回答比率

が他の類型と比べて低く、「示談書・和解書を作成した」（26.9%）が次いで高くなっている（図表１０-４）。 

加害者の逮捕状況別にみると、「訴訟や交渉などを行っていない」との回答比率は、「捕まった」では

61.7％、「捕まっていない」では 93.5％と、加害者が捕まっていない場合の方が高くなっている。一方、

個別の訴訟・交渉等の実施状況の回答比率は、多くの項目で加害者が捕まった場合の方が高くなってい

る（図表１０-５）。 
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被害の時期別にみると、「訴訟や交渉などを行っていない」との回答比率は、「それ以前」では 91.5％、

「３～10 年以内」では 81.8％、「３年以内」では 76.5％と、近年になるほど低くなっている。個別の訴訟・

交渉等の実施状況の回答比率は、多くの項目で近年になるほど高くなっている。なお、被害が近年になる

ほど、例えば、訴訟・交渉等を行うか検討中であるなどの理由から、訴訟・交渉等に至っていない場合が

あると考えられる（図表１０-６）。 

図表 １０-４ 犯罪被害類型別、訴訟・交渉等の実施状況（複数回答）【SC1/SC3、Q41】 

 

 

図表 １０-５ 加害者の逮捕状況、訴訟・交渉等の実施状況（複数回答）【SC6、Q41】 
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図表 １０-６ 被害の時期別、訴訟・交渉等の実施状況（複数回答）【SC2、Q41】 

 

イ．訴訟・交渉等を知った手段 

訴訟・交渉等を知った手段については、「自分で調べた」（37.8%）が最も多く、次いで「弁護士から聞

いた」（31.6%）、「警察から聞いた」（30.6%）、「家族・友人・知人から聞いた」（25.5%）となっている（図

表１０-７）。 

被害の時期別にみると、「それ以前」では「警察から聞いた」（32.7％）、「自分で調べた」（30.6％）、「３

～10 年以内」では「自分で調べた」「家族・友人・知人から聞いた」（それぞれ 42.3％）、「３年以内」で

は「弁護士から聞いた」（56.5％）、「自分で調べた」（47.8％）との回答比率が高くなっている（図表１０

-８）。 

図表 １０-７ 訴訟・交渉等を知った手段（複数回答）【Q42】 

 

※対象：Q41（訴訟や交渉などを行ったか）で「訴訟や交渉などを行っていない」と回答した方（721 人）

を除く。 

図表 １０-８ 被害の時期別、訴訟・交渉等を知った手段（複数回答）【SC2、Q42】 

※対象：Q41（訴訟や交渉などを行ったか）で「訴訟や交渉などを行っていない」と回答した方（721 人） 

を除く。 
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ウ．訴訟・交渉等による賠償額 

訴訟・交渉等によって定まった加害者側の賠償額については、図表１０-９のとおり。 

図表 １０-９ 犯罪被害類型別、訴訟・交渉等による賠償額【SC1/SC3、Q43】 

 

※対象：Q41（訴訟や交渉などを行ったか）で「交渉したが、合意に至らなかった」「訴訟や交渉などを 

行っていない」と回答した方（737 人）を除く。 

 

エ．賠償額が定まるまでの期間 

賠償額が定まるまでの期間については、犯罪被害者等全体では「１か月以上半年未満」（30.1%）が最も

多く、次いで「半年以上１年未満」（16.4%）となっている（図表１０-１０）。 

図表 １０-１０ 賠償額が定まるまでの期間【Q44】 

 

※対象：Q43（訴訟・交渉等による賠償額）の対象者（82 人）のうち、「賠償額が定まらなかった」と回

答した方（９人）を除く。 
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オ．賠償が支払われた割合 

賠償額が定まったうち、加害者側から支払われた割合については、犯罪被害者等全体で半分以上支払わ

れている（「51～70%」と「71～99％」と「100％」の和）との回答比率は 32.2%、全く支払われていない

（「０%」）との回答比率は 18.6％となっている（図表１０-１１）。 

図表 １０-１１ 賠償が支払われた割合【Q45】 

 

※対象：Q43（訴訟・交渉等による賠償額）の対象者（82 人）のうち、「賠償額が定まらなかった」「わか

らない」と回答した方（23 人）を除く。 

 

カ．賠償の支払に掛かった期間 

加害者側からの賠償の支払に掛かった期間については、図表１０-１２のとおり。 

図表 １０-１２ 賠償の支払に掛かった期間【Q46】 

 

※対象：Q43（訴訟・交渉等による賠償額）の対象者（82 人）のうち、「賠償額が定まらなかった」「わか

らない」と回答した方（23 人）を除き、かつ Q45（賠償が支払われた割合）で「わからない」と回答

した方又は「加害者からの支払」に０％と回答した方（35 人）を除く。 
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キ．全額の賠償に至らない理由 

全額の賠償に至らない理由については、図表１０-１３のとおり。 

図表 １０-１３ 全額の賠償に至らない理由（複数回答）【Q47】 

 

※対象：Q43（訴訟・交渉等による賠償額）の対象者（82 人）のうち、「賠償額が定まらなかった」「わか

らない」と回答した方（23 人）を除き、かつ Q45（賠償が支払われた割合）で「わからない」と回答

した方又は「加害者からの支払」に 100％と回答した方（39 人）を除く。 

 

【参考】被害の時期別、全額の賠償に至らない理由 
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第２章 調査結果 

（３）訴訟・交渉等を行っていない場合の賠償状況 

ア．賠償の支払の有無 

訴訟・交渉等を行っていない、又は、合意に至らなかった場合の加害者側からの賠償の支払の有無につ

いて、犯罪被害者等全体では 93.2％が「支払なし」と回答している。犯罪被害類型別でみると、交通事故

のみ「支払あり」（56.3％）が「支払なし」（43.8％）を上回っている（図表１０-１４）。 

図表 １０-１４ 犯罪被害類型別、賠償の支払の有無【SC1/SC3、Q48】 

 

※対象：Q41（訴訟や交渉などを行ったか）で「交渉したが、合意に至らなかった」「訴訟や交渉などを

行っていない」と回答した方（737 人）のみ。 
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イ．訴訟・交渉等を行わなかった理由 

訴訟・交渉等を行わなかった理由について、犯罪被害者等全体では、「どのような手続をとればよいか

わからなかったから」（32.5%）、「加害者側とこれ以上関わりたくないから」（27.6%）との回答比率が高

くなっている。犯罪被害類型別にみると、これらのほか、財産被害、性的な被害では「加害者側の所在が

分からなくなったから」、配偶者暴力では「加害者側に賠償する意思がなかったから」「加害者側に資力が

なかったから」との回答比率も高くなっている（図表１０-１５）。 

被害の時期別でみると、全ての時期で「どのような手続をとればよいかわからなかったから」「加害者

側とこれ以上関わりたくないから」との回答比率が高くなっている（図表１０-１６）。 

図表 １０-１５ 犯罪被害類型別、訴訟・交渉等を行わなかった理由（複数回答）【SC1/SC3、Q49】 

 

※対象：Q41（訴訟や交渉などを行ったか）で「訴訟や交渉などを行っていない」と回答した方（721 人）

のみ。 

 

図表 １０-１６ 被害の時期別、訴訟・交渉等を行わなかった理由（複数回答）【SC2、Q49】 

 

※対象：Q41（訴訟や交渉などを行ったか）で「訴訟や交渉などを行っていない」と回答した方（721 人）

のみ。 
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